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                             総合健診 

 

 

―――内  容――― 

 

１ 戸籍・住民登録 

２ 生 活 保 護 

３ 障害者福祉 

４ 高齢者福祉 

５ 介 護 保 険 

６ 児 童 福 祉 

７ 国 民 年 金 

８ 国民健康保険事業 

９ 保 健 事 業 

10 市 民 相 談 
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１ 戸籍・住民登録 

 （１） 本籍・人口・世帯数                平成 25.4.1現在 

本 籍 数 本籍人口 
住 民 登 録 人 口 住民登録 

世帯数 男 女 計 

25,127戸籍 58,511人 23,722人 25,759人 49,481 人 22,581世帯 

 

 （２） 戸籍届出件数                     平成２４年度 

項  目 件数 項  目 件数 

出生 558 件 入籍 105件 

国籍留保 6件 分籍 10件 

認知 12件 国籍取得 1件 

養子縁組 65件 帰化 6件 

養子離縁 20件 国籍喪失 1件 

婚姻 597 件 国籍選択 2件 

離婚 140 件 氏の変更 8件 

法 77条の 2・法 75条の 2 48件 名の変更 6件 

法 73条の 2・法 69条の 2 2件 転籍 249件 

相続人廃除 0件 就籍 0件 

親権･後見・後見監督・保佐  1件 訂正・更正 88件 

死亡 874 件 追完 0件 

失踪 3件 不受理申出 14件 

復氏 2件 その他 3件 

姻族関係終了 1件 合計 2,822件 

 

 （３） 住民登録事務取扱件数                平成２４年度 

種 別 転 入 転 居 変 更 転 出 出 生 死 亡 
職 権 

その他 
合 計 

件 数 1,448 885 515 1,572 349 682  433 5,884 

 

 （４） 証明事務取扱件数                   平成２４年度 

項  目 件  数 手 数 料 

戸籍謄本・抄本 １６，３１４ ９，９６５，１５０円 

住民票謄本・抄本 ２３，９１８ ７，１１３，２５０円 

諸証明 ８，０８４ ３，９８７，０００円 

印鑑証明書 １４，３５１ ６，５８９，１００円 

転出証明書 １，５７２ ― 

自動車臨時運行許可書 ５５７ ４１７，７５０円 

合   計 ６４，７９６ ２８，０７２，２５０円 
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２ 生活保護 

 保護率は高く県下で上位にある。要因は、労働市場の貧困、高齢者及び長期療養者等の不

稼働世帯の固定化、周辺町村の住宅事情などが考えられる。 

 

 （１）保護の現況                    平成 25.3.31現在 

被保護世帯：５２７世帯 被保護人員：６３９人 保護率：13.26パーミル 

 

 （２）保護費                        平成２４年度 

保護費総額 

1，０９１，４６０千円 

生活扶助：６,４２２人  ２９９，０６２千円 

医療扶助：６,２２５人  ５９７，２３０千円 

その他扶助        １９５，１６８千円 

 

３ 障害者福祉 

 障害者自立支援法や身体障害者福祉法等の規定による福祉サービスのほかに､医療給付、結

婚奨励金交付、福祉タクシー利用に対する助成など、更生意欲の高揚や自立支援を図ってい

る。 

 

 （１）身体障害者（児）手帳所持者数            平成 25.4.1現在 

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

視 覚 障 害 162 65 49 12 8 12 16

聴覚・平衡機能障害 115 7 35 12 34 0 27
音声・言語そしゃく
機 能 障 害

31 0 0 17 14 － －

肢 体 不 自 由 1,014 229 211 182 285 74 33

心 臓 障 害 373 222 3 51 97 － －

じ ん 臓 機 能 障 害 165 146 2 16 1 － －

呼 吸 器 障 害 50 16 0 21 13 － －

ぼ う こ う ・ 直 腸 89 0 0 4 85 － －

小 腸 機 能 障 害 3 2 0 1 0 － －

免 疫 機 能 障 害 3 1 0 1 1 － －

肝 機 能 障 害 1 1 0 0 0 － －

合　　　計 2,006 689 300 317 538 86 76

内　　　　　　　訳
障　害　別

手帳
所持者数
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（２）知的障害者に対する出張相談 

千葉県障害者相談センターの出張相談が、毎月第 4 火曜日午後 0 時 30 分から館山会

場において実施されており、その結果により療育手帳が交付されている。 

平成 25.4.1現在 

区  分 
知的障害者名簿搭載者数 療育手帳所持者数 

18 歳未満 18 歳以上 計 18歳未満 18歳以上 計 

    

軽 度 

男 21 39 60 21 36 57 

女 7 34 41 7 33 40 

計 28 73 101 28 69 97 

    

中 度 

男 9 42 51 9 41 50 

女 4 52 56 4 51 55 

計 13 94 107 13 92 105 

    

重 度 

男 13 74 87 13 74 87 

女 9 67 76 9 66 75 

計 22 141 163 22 140 162 

    

合 計 

男 43 155 198 43 151 194 

女 20 153 173 20 150 170 

計 63 308 371 63 301 364 

 

 （３）補装具交付及び修理状況                平成２４年度 

 

 

 

 

 

補
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盲
人
安
全
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補
助
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装 

具 

電
動
車
イ
ス 

眼 

鏡 

歩
行
器 

座
位
保
持
装
置 

そ
の
他 

計 

交付 5 4 1 3 2 7  2    24 

修理 14 5   3 14 11 2 1 7 1 58 

   平成１８年１０月よりストマ用装具、人口喉頭、点字器、歩行用杖（一本杖）、頭部保

護帽、収尿器が日常生活用具へ移行。 
 
 

 （４）身体障害者結婚奨励金（市条例） 

  市内身障者の更生、援助に資するため、昭和４５年度から奨励金を支給。 

   ①奨励金の額   １組につき２０，０００円 

   ②平成２４年度支給状況 ０組 
 
  

 （５）心身障害者（児）医療費支給制度（市条例） 

医療を容易に受けられるようにするため、医療保険で医療を受けた場合には、自己負

担額を公費負担し、その生活と福祉増進を目的に昭和４８年度から始めた。 

平成１８年７月より、中軽度（身体障害３・４級、知的障害Ｂ判定）の者を対象に 

「１医療機関１ヶ月、１レセプトごとに１，０００円」の自己負担を導入した。 
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①受給資格者 身障者手帳所持者で、障害程度等級４級以上の市内居住者 

       児童相談所、知的障害者更生相談所が知的障害者と判定した者 

②支 給 状 況 平成２４年度：２７，４７２件  支給実人員 １，３４２人 

       心身障害者医療費総額：１１８，１３７，０３３円 

 

 （６）重度障害者等福祉手当（市要綱） 

ねたきり身体障害者及び重度知的障害者又はその養護者が障害ゆえに生ずる負担を軽

減するため、手当を支給する｡ 

①支給対象者 おおむね６か月以上常に臥床し、入浴・食事・排便等、日常生活のほ 

とんどに人手を要する２０歳以上６５歳未満の身体障害者。 

②支 給 額  障害者１人につき８，６５０円 

③支 給 状 況    平成２４年度 

ねたきり身障者 在宅重度知的障害者 支 給 総 額 

０人 ４６人 ４，４８０，７００円 

 

 （７）館山市福祉作業所 

在宅の障害者で就労することが困難な方に対し、その福祉的自立をめざし、作業を通

じて社会生活における適応性を高めるための支援を行っている。平成 19 年 10 月より、

（社福）安房広域福祉会が指定管理者として管理運営にあたっている。 

①施設の概要 

所 在 地  館山市湊 403番地 

開   設  昭和 54年 10月 1日（59年度増築） 

敷 地 面 積  2,346.85㎡ 

建 物 面 積  299.74㎡ 

建物の構造  鉄骨平家建簡易耐火構造コロニアル葺 

②定   員   １９名 

③作   業   マジックペン組み立て作業など 

  

 （８）心身障害児通所事業（簡易マザーズホーム）（Ｈ25.4.1現在） 

肢体不自由児：１４名  知的障害児等：３０名   計４４名 

平成２４年度年間延べ利用者数：９４９名 

 

 （９）自立支援医療（更生）の給付状況 

   身体障害者が更生のために必要とする医療『自立支援医療(更生)』を給付する。 

    平成２４年度給付件数 

心臓機能障害 ０件（０人）   腎臓機能障害 ４７８件（３３人） 

肢体不自由  ２件（１人）   免疫機能障害  ２１件（２人） 

     音声･言語･そしゃく機能障害 ３件（２人） 

 給付額  ３５，５９４，２３３円 
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平成１９年度より生活保護医療扶助世帯で人工透析を受ける場合は、自立支援医療で

支給。 

 

 （10）重度身体障害者日常生活用具給付等事業（市要綱） 

在宅の重度身体障害者(児)に対し、日常生活用具を給付又は貸与することにより生活

の便宜を図っている。 

 

特殊寝台 
特殊 

マット 
特殊尿器 

体位変換

機 

移動用 

リフト 

入浴補助

用具 
便 器 

Ｔ字状・ 

棒上杖 

移動支援

用具 

０件 ０件 ０件 ０件 ０件 １件 ０件 ０件 ０件 

頭部 

保護帽 

自動 

消火器 

聴覚障害

者用屋内

信号装置 

透析液加

温器 

ネブライ

ザー 

電気式た

ん吸引器 

盲人用 

体温計 

盲人用 

体重計 
点字器 

０件 １件 ２件 １件 ０件 ２件 １件 ０件 ０件 

視覚障害

者用 

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ 

ﾚｺｰﾀﾞｰ 

視覚障害

者用拡大

読書器 

盲人用 

時計 

聴覚障害

者用通信

装置 

人工喉頭 点字辞書 
ストマ用 

装具 
紙オムツ 

居宅生活

動作補助

用具 

０件 ０件 ３件 ０件 １件 ０件 1014件 99件 ０件 

扶  助  費 １０，５５１，０７８円 

                                  平成２４年度 

 

 （11）福祉タクシー利用助成事業（市要綱） 

 タクシー料金の一部を助成することにより、障害者の社会参加の促進を目的とする。

(６００円分利用券を年２４枚支給、なお、平成１３年４月１日から腎臓機能障害者につ

いては年４８枚支給) 

   平成２４年度利用状況：身体障害者 ２４９人  知的障害者 ９人 

   助成総額：２，１３４，０２０円 

 

 （12）通院医療費の公費負担申請等の受付 

 精神障害者に関する適正な医療を普及するため、申請により通院医療費の９０％を公

費で負担する。 

   平成２５年３月３１日現在  公費負担患者数：７０９人 

 

 （13）精神障害者保健福祉手帳申請等の受付 

 一定の精神障害の状態にあることを証する手段として、手帳が交付される。交付を受

けた者には、様々な福祉的な配慮や支援が講じられ、社会参加の促進を図る。 

   平成２５年３月３１日現在  

   手帳所持者数：１級 ３６人、２級 １７７人、３級 ７５人 
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 （14）精神障害者社会復帰施設 

 生活訓練施設、地域活動支援センター、グループホーム等があり、生活の場を提供し

たり、就労やそのための訓練を行う場を提供したりして、相談、指導、助言を行い、

社会復帰と自立と社会参加の促進を図ります。 

 

 （15）障害福祉サービス 

 障害者総合支援法及び児童福祉法に基づくサービスは、障害者（児）自らがサービス

を選択し、事業者と対等な立場で契約を結ぶことにより、サービスを利用することがで

きる。 

     １．自立支援給付 

(1) 介護給付 

① 居宅介護、重度訪問介護 

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援などを行う

サービス。 

平成２４年度延利用者数 ８９０名 

② 療養介護 

病院等への入院による医学的管理下の下、食事や入浴等の介護を行うサー

ビス。 

平成２４年度延利用者数 ４４名 

③ 障害児通所支援（児童福祉法） 

障害児に日常生活における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓練な

どを行うサービス。 

平成２４年度延利用者数 ２５６名 

④ 短期入所（ショートステイ） 

短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ、食事の介護などを行うサービ

ス。 

平成２４年度延利用者数 ２９７名 

      ⑤ 共同生活介護（ケアホーム） 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

サービス。 

平成２４年度延利用者数 ２４４名 

      ⑥ 生活介護 

        常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うと

ともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供するサービス。 

        平成２４年度延利用者数 １，２５５名 

      ⑦ 施設入所 

        施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行うサ

ービス。 

        平成２４年度延利用者数 ８４０名 
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(2) 訓練等給付 

① 共同生活援助（グループホーム） 

      夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行うサー

ビス。 

      平成２４年度延利用者数 １８７名 

      ② 自立訓練（機能訓練・生活訓練・宿泊型） 

        自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生

活能力の向上のために必要な訓練を行うサービス。 

        平成２４年度延利用者数 ２４０名 

     ③ 就労移行支援 

        一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能

力の向上のために必要な訓練を行うサービス。 

        平成２４年度延利用者数 １１９名 

      ④ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び

能力の向上のために必要な訓練を行うサービス。 

        平成２４年度延利用者数 ８７５名 

(3) 計画相談支援 

       特に計画的な支援を必要とする者を対象として、サービス利用のあっせん、

調整、生活全般の相談等を行う。 

     平成２４年度延利用者数 ２０５名 

(4)  特定障害者特別給付 

       施設入所支援等の障害福祉サービスを受けた低所得者等に支給される食費・

居住費。 

   平成２４年度延利用者数 １，２２３名 

(5)  高額障害福祉サービス 

       世帯における利用者負担額が、高額障害福祉サービス費算定基準額を超える

場合に、高額障害福祉サービス費を支給する。 

   平成２４年度延利用者数 ８７名 

 

2．地域生活支援事業 

(1) 日中一時支援 

日中において、看護する者がいないため、一時的に見守りを行うサービス。 

          平成２４年度延利用者数 １，４９３名 

(2) 移動支援 

社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動の社会参加のための外出の際の移動

を支援するサービス。 

          平成２４年度延利用者数 ４３名 
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(3) コミュニケーション支援(手話通訳者派遣) 

聴覚障害者等の意思疎通や社会参加の促進等を図るため、手話通訳者を派遣す

るサービス。 

          平成２４年度派遣回数 ４４回 

 

４ 高齢者福祉 

本市の高齢者人口（６５歳以上）は、平成２５年４月現在において１６，３５１人であ

り、総人口（４９，４８１人）の３３．０％となっている。 

 

６０歳以上の人口年齢別(各年度 4月 1日現在)             （単位：人） 

区分 

年度 
60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80歳以上 計 

21年度 4,525 3,971 3,390 3,111 4,732 19,729 

22年度 4,803 4,047 3,331 3,186 4,905 20,272 

23年度 5,071 3,900 3,367 3,188 5,011 20,537 

24年度 5,036 3,986 3,449 3,208 5,138 20,817 

25年度 4,689 4,325 3,558 3,139 5,329 21,040 

※（参考）高齢者人口(65歳以上)の割合 

    全国 24.1％(平成 24.9.15現在推計)  千葉県 21.7％(平成 24.4.1) 
 

在宅ひとり暮らし高齢者 

  平成２４年度における本市の６５歳以上の独居老人は２，１９９人で、同年齢人口の約

１３．７％にあたる。 
 

在宅ひとり暮らし高齢者数 (10月 1日現在)             （単位 人） 

年度 区分 館山 北条 那古 船形 西岬 神戸 富崎 豊房 館野 九重 計 

24年度 

男 175 143 54 64 30 42 21 21 38 10 598 

女 435 421 127 147 125 83 74 58 86 45 1,601 

計 610 564 181 211 155 125 95 79 124 55 2,199 

 

（１）養護老人ホーム入所措置 

   概ね６５歳以上の老人を対象に、必要に応じて養護老人ホームに入所措置を行い、老

人福祉の増進を図る。 

施設への入所状況                     H25.3.31 

養 護 老 人 ホ ー ム 措 置 費 総 額 

館山養護老人ホーム   ２４人 
６３，８７３，２５８円 

市外の施設３ヵ所     ４人 
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 （２）老人ホームヘルプサービス事業（市条例） 

概ね６５歳以上の者で老衰、心身の障害等の理由により、日常生活を営むのに支障が

ある高齢者のみの家庭に対してホームヘルパーを派遣し、老人福祉の増進を図る。 

平成１２年４月からは介護保険制度が施行されたため、介護保険の要介護認定で「非

該当」となった者等に派遣している。 

   老人ホームヘルパー派遣状況：０世帯（平成 25.3.31現在） 

 

 （３）敬老祝金（市条例） 

 ８０歳、８８歳、９９歳、１００歳以上の高齢者に対し、敬老祝金(商品券)を支給し、

敬老の意を表し、福祉の増進を図る。 

  ①祝金の額 ８０歳、８８歳、９９歳：３，０００円 

        １００歳以上：５，０００円 

  ②支給状況  平成２４年度  ９５２人  ２，９２８，０００円 

 

 （４）老人クラブ助成 

  ①クラブ数と会員数（H24.4.1）：市内６６クラブ  会員数 ２，７０８人 

  ②運営費補助(平成２４年度)：1クラブにつき 37,200円＋（200 円×会員数） 

   ※ただし、市老連に加入クラブには 7,400円＋（170円×会員数）が加算される。 

 

 （５）老人日常生活用具給付等事業（市要綱）平成２４年度 

  ①給 付  紙おむつ：２件、家族介護用品：３０２件 

  ②貸 与  緊急通報装置：１８０件、老人電話：０件 

  ③扶助費  ３，６００，６１０円 

 

 （６）高齢者等住宅改造費用の助成(市規則) 

在宅の高齢者等に対し、その居住する住宅の改造に要する費用の一部を助成すること

により、日常生活の利便を図り高齢者等の自立の促進及び介助に適した住宅環境づくり

に寄与することを目的として、平成６年４月から始めた。 

 

  ①対象者  

市内に居住し、住民基本台帳に登録され又は外国人登録原票に登録されている次のい

ずれかの者 

  ・おおむね６５歳以上の老人であって下肢が不自由なもの 

・ 身体障害者手帳の交付を受けた下肢又は体幹機能障害の程度が１級又は２級の者 

※ただし、介護保険該当者は除く。一定の所得制限あり。 

  ②改造種目 

   既に住んでいる建物の浴室、便所、台所、居室及び玄関等（新築・増築は除く。） 

  ③助成額 

   改造に要した費用の１／２に相当する額とし、１８万円を限度とする。 
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  ④助成状況（平成２４年度） 

   高齢者：０件 助成額：０円 

 

 （７）高齢者等配食サービス（市要綱） 

日常生活に支障のある高齢者等を対象として、食生活の改善及び健康の増進を図ると

ともに安否の確認を行い高齢者等の福祉の増進を図るため、平成９年１月から、昼食の

配食サービスを行っている。 

 

  ①対象者 

市内に居住し、老衰、心身の障害、傷病等の理由により、食事の調理が困難な高齢者

等であって近隣に扶養義務者が居住せず、又は居住していても食事の提供が受けられな

い者 

 ②配食実施日：月曜日～金曜日 

 ③利 用 料：１食当たり４５０円(市民税非課税世帯は３００円) 

 ④登 録 者 数：１８７人（平成２５年３月３１日現在） 

 

  （８）軽度生活援助事業（市要綱） 

   高齢者の自立した生活の継続と要介護状態の進行の防止を図るため、平成１３年４月

より在宅の高齢者に対し、軽易な日常生活上の援助の費用を一部助成している。 

 

  ①対象者 以下のすべてに該当する者 

   ア 館山市に住所を有し、かつ居住している者 

   イ 概ね６５歳以上の者であって、単身世帯、高齢者のみの世帯及びこれに準ずる世帯

に属する者 

   ウ 市民税非課税世帯に属する者 

   エ 日常生活に支障のある者であって、軽度生活援助が必要であると認められる者 

  ②事業者 館山市が「一般社団法人館山市シルバー人材センター」へ委託している。 

 

  ③援助の内容等   

援助の内容等 助成額 
利用者

負担額 

利用券の

交付枚数 

平成 24年度利用者 

件数 枚数 

家周りの草取り 700円 220円 9枚 14件 105枚 

家周りの生垣・庭木等の手入れ 700円 220円 6枚 5件 27枚 

家屋・備品等の軽微な修繕等 760円 620円 2枚 1件 2枚 

視覚障害者への朗読及び代筆 760円 160円 6枚 － － 

合     計 
計 20件 134枚 

扶助費総額 ９３，９２０円 

※この他に生垣の剪定の場合の用具代1,000円、機械代3時間程度1,000円、運搬費1,200

円程度・ごみの処分費等は本人負担 
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 （９）家族介護慰労金（市要綱） 

   介護者の身体的、精神的及び経済的負担の軽減を図ると共に、要介護者の在宅生活の

継続及び向上を図るため、在宅の要介護者と生計を共にし、現に日常生活上の必要な介

護をしている者に対し、平成１３年４月より家族介護慰労金を支給している。 

①対象者 

館山市に住所を有し、かつ居住し、以下のすべてに該当している者を介護している者 

ア 館山市に 1年以上住所を有し、かつ居住している者 

イ 市民税非課税世帯に属する者 

ウ 介護保険法による要介護認定において、要介護４又は５と認定された者であって、

その認定を受けた日から起算して 1年以上継続して要介護４又は５である者 

エ 介護保険法に基づくサービスを、過去 1 年間受けていない者。（ただし、短期入所

サービスの年間利用日数が７日以内の者は除く。） 

  ②慰労金  要介護者１人につき年額１０万円 

  ③支給状況 平成２４年度 １００，０００円  

 

 （10）福祉カーの貸付（市要綱） 

   館山市在住の心身障害者（児）及び高齢者の社会参加の促進を図るため、福祉カーの

貸付を行っている。 

  ①対象者    

   館山市に住所を有し、下記のひとつに該当する者 

   ア 心身障害者（児）及び高齢者並びにその家族 

   イ 社会福祉団体及び社会福祉法人 

   ウ 社会福祉ボランティア 

   エ 前に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 

  ②貸付料   無料。ただし、使用した燃料は利用者が負担する。 

③貸付期間  １回につき２日以内。 

   ただし、市長が他の利用者の利用を妨げないと認めるときは、この限りではない。 

  ④貸付状況  平成２４年度 １３７件 

 

（11）館山市シルバー人材センター助成事業 

市内に住んでいるおおむね60歳以上で健康で働く意志のある高齢者が集まり、会社・一般

家庭等から高齢者に適した仕事を引き受け、働くことを通じて自らの生きがいを図る目的で

結成された。平成20年4月に法人化し、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づく公

益団体として活動する一般社団法人館山市シルバー人材センターに対し助成を行う。 

 

（経緯） 

平成2年2月28日 館山市高齢者働く会設立 設立当初会員数20名 

所在地 館山市湊288番地の88 館山市老人福祉センター内 
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平成19年4月1日 館山市シルバー人材センターと名称変更 

        所在地 館山市船形297番地の71 若潮ホール内 

平成20年4月1日 社団法人館山市シルバー人材センターとして許可 

平成24年4月1日 一般社団法人館山市シルバー人材センターへ移行 
 

○主な仕事……①軽 作 業 草刈り・草取り・清掃・商品の発送 

②技  能 植木の手入れ・ペンキ塗り・簡単な補修 

③サービス 犬の散歩・植木の世話・蛍光管の取替 

④外  務 広報誌の配送・チラシの配布 

⑤管  理 自転車の整理・施設管理 

⑥事  務 一般事務・会議録などの文書作成・筆耕・宛名書き 

・自分史の発行 

館山市シルバー人材センターの実績 

年度 会員数 事業収入 市補助金 受注件数 就業延人数 

平成20年度 186人 45,255,664円 6,700,000円 1,502件 11,189人日 

平成21年度 161人 46,507,003円 7,000,000円 1,724件 11,545人日 

平成22年度 160人 44,742,876円 6,650,000円 1,563件 10,465人日 

平成23年度 158人 42,579,728円 6,650,000円 1,477件  9,848人日 

平成24年度 156人 47,433,751円 6,650,000円 1,539件 10,638人日 
 
 

 （12）老人福祉センター 

 ①館山市老人福祉センター 

敷地面積  1,466.75㎡ 

建  物  鉄筋コンクリート造平家建て 753.10㎡ 

竣  工  昭和 45年 10月 14日 

工 事 費  56,070千円(内用地費 12,510千円) 

収容人員  大広間 200～250名  和室(3室)30～40名 

娯楽設備  舞台、放送設備、囲碁、将棋、テレビ等 

保健設備  浴場、健康相談室 

 

利用状況（平成２４年度）               （単位：人、円、台） 

区分 
市内利用者 市外 

利用者 
合 計 

使 用 料 バス利用状況 

老齢者 一 般 市内外 金 額 種別 台 数 

男 5,800 457 224 6,481 市 内 78,900 大型 0 

女 3,146 69 32 3,247 市 外 76,800 マイクロ 82 

計 8,946 526 256 9,728 計 155,700 計 82 

②館山市出野尾老人福祉センター 

敷地面積  361㎡ 

建  物  鉄骨造平家建て 194.49㎡ 
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竣  工  昭和 59年 3月 5日 

工 事 費  41,080千円 

収容人員  50名 

設  備  和室、集会教養娯楽室 

 

利用状況（平成２４年度）               （単位：人、円、台） 

区分 
市内利用者 市外 

利用者 
合 計 

使 用 料 バス利用状況 

老齢者 一 般 市内外 金 額 種 別 台 数 

男 6,691 283 40 7,014 市 内 69,300 大 型 0 

女 2,481 179 34 2,694 市 外 22,200 マイクロ 0 

計 9,172 462 74 9,708 計 91,500 計 0 

  ③使用料 

    市内６０歳以上の者及び付添人：無料 

    市内６０歳未満の者：１日１人 １５０円（小学生以下は無料） 

    市 外 の 者：１日１人 ３００円（小学生以下は無料） 

 

（13）地域包括支援センター 

   高齢者が地域で生活していくための保健福祉に関する総合的な相談窓口として、ニー

ズにあった保健・福祉・介護・医療等のサービスが総合的に受けられるように、市町村・

関係機関との連絡調整を行う。 

 

  ①対象者 

   おおむね６５歳以上の要援護高齢者、又は要援護となるおそれのある高齢者及びその

家族 

  ②費  用：無料 

  ③設置箇所：２箇所（H18.4.1から設置） 

  ・館山市地域包括支援センターたてやま 

    ≪担当地区≫ 北条・館野・九重・那古・船形 

  ・館山市地域包括支援センターなのはな 

    ≪担当地区≫ 館山・豊房・西岬・神戸・富崎 

  ④業務内容 

  ・介護予防ケアマネジメント 

  ・介護保険外のサービスを含む高齢者や家族に対する総合的な相談・支援 

  ・高齢者に対する虐待の防止、早期発見等の権利擁護事業 

  ・支援困難ケースへの対応など介護支援専門員（ケアマネジャー）への支援 
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５ 介護保険 

    高齢化社会を迎え、これまでの家族だけで支えてきた介護から社会全体で支える介護へ、

利用者が総合的な介護サービスを安心して受けられる社会体制を作るため、平成１２年

４月から介護保険制度が開始された。 

  平成１８年４月からは制度改正により「予防重視型の施策」が図られている。 

 

（１）要介護（要支援）認定申請状況           （平成２４年度） 

期      間 申 請 件 数 備    考 

平成２４年４月～平成２５年３月 ２，８５１件 

 新  規       932件 

 更  新     1,646件 

 変  更       258件 

 転入継続        15件 

 

（２）要介護（要支援）認定者数        （平成２５年３月末現在） 

介護度 
要支援 要介護 

計 
1 2 計 1 2 3 4 5 計 

1号被保険者 382 210 592 779 474 400 326 289 2,268 2,860 

65 歳以上 

75 歳未満 
51 21 72 85 43 36 21 30 215 287 

75 歳以上 331 189 520 694 431 364 305 259 2,053 2,573 

2号被保険者 7 9 16 19 11 14 5 15 64 80 

総数（人） 389 219 608 798 485 414 331 304 2,332 2,940 
 

     
 
（３）居宅介護（支援）サービス受給者数       （平成２５年１月末） 

介護度 
要支援 要介護 

計 
1 2 計 1 2 3 4 5 計 

1号被保険者 223 136 359 571 330 206 174 98 1,379 1,738 

2号被保険者 2 4 6 13 7 11 2 7 40 46 

総数（人） 225 140 365 584 337 217 176 105 1,419 1,784 

     
 
（４）地域密着型（介護予防）サービス受給者数   （平成２５年１月末）   

介護度 
要支援 要介護      

計 
1 2 計 1 2 3 4 5 計 

1号被保険者 0 0 0 56 47 43 15 25 186 186 

2号被保険者 0 0 0 0 2 0 1 5 8 8 

総数（人） 0 0 0 56 49 43 16 30 194 194 
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（５）施設介護サービス受給者数            （平成２５年１月末） 

区分 介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設 計 

１号被保険者 252 238 35 525 

２号被保険者 3 2 4 9 

総数 255 240 39 534 

※この内訳では利用があれば各々にｶｳﾝﾄされるが，総数では１人としてみるため，両者は必ずしも一致しない。 

また、過誤調整者分も増減ｶｳﾝﾄされるため、ﾏｲﾅｽ表示もあり得る。 

     
 

（６）地域密着型サービス事業所 

○ 認知症対応型通所介護（デイサービス） 

 ・デイホーム柏崎         運営：株式会社 ケアサービス・まきの実 

 ・デイホーム神明町        運営：株式会社 ケアサービス・まきの実 

 ・デイホーム西の浜        運営：株式会社 ケアサービス・まきの実 

 ・デイサービス香         運営：株式会社 みなづき  

  ○認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

   ・グループホーム広瀬ガーデン   運営：株式会社 ケアサービス・まきの実 

   ・グループホーム神明町ガーデン  運営：株式会社 ケアサービス・まきの実 

   ・グループホーム堂の下ガーデン  運営：株式会社 ケアサービス・まきの実 

   ・グループホーム相浜ガーデン   運営：株式会社 ケアサービス・まきの実 

  ○小規模多機能型居宅介護 

   ・コミュニティケア こまくさ   運営：有限会社 こまくさ 

  ○夜間対応型訪問介護 

   ・訪問看護ステーションたてやま  運営：社会医療法人社団 木下会  

 

（７）介護保険施設 

○介護老人福祉施設 

・館山特別養護老人ホーム 

   定員：１００名   運営：社会福祉法人 館山老人ホーム 

・特別養護老人ホーム だん暖の郷 

   定員：５０名    運営：社会福祉法人 白寿会 

・特別養護老人ホーム 微笑の里 

   定員：８０名    運営：社会福祉法人 白寿会 

○介護老人保健施設 

・赤門なのはな館 

   定員：１１９名   運営：医療法人社団 慶勝会 

・館山ケアセンター 夢くらぶ 

   定員：１００名   運営：医療法人社団 優和会 

・みやぎの郷 

   定員：７０     運営：医療法人 南陽会 

○介護療養型医療施設 

・北条病院 

   定員：１６名    運営：医療法人 博正会 
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 ・小林病院  

   定員：１５名    運営：医療法人社団 寿会 
 

６ 児童福祉 

 （１）年齢別児童人口                   平成 25.4.1現在 

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳 ７歳 ８歳 ９歳 

340 350 365 372 344 382 354 387 378 366 

10歳 11歳 12歳 13歳 14歳 15歳 16歳 17 歳 合  計 

400 400 363 425 439 391 447 451 6,954 

                        住民基本台帳人口（外国人を含む） 

 （２）子ども医療費助成                  平成 25.4.1現在 

  ①対    象  入院・通院 小学校３年生修了前の子ども 

         入院    小学校４年生～中学校３年生修了前の子ども 

②支給条件 

保護者負担額 

     補助対象の基準は、入院・通院 1 日または 1 回３００円（住民税所得割非課税の

世帯は無料）、調剤薬局は無料。 

所得制限あり:旧児童手当の特例給付の限度額。 

 平成 24年度給付額：８２，２０５，８７８円 

 

 （３）保育所一覧          平成 25.4.1現在 単位：人（管外委託を含む） 

 

（４）保育所入所費用負担割合 

  市では、国から示されている徴収基準額を基に、軽減した保育料表を独自に定め、保 

護者負担の軽減に努めている。 

３歳未満児 ３歳児 ４歳児以上 計

船 形 こ ど も 園 市立 60 27 11 20 58

純 真 保 育 園 〃 100 31 23 55 109

中 央 保 育 園 〃 100 48 30 0 78

房 南 こ ど も 園 〃 40 18 11 20 49

館 野 保 育 園 〃 60 18 13 30 61

九 重 こ ど も 園 〃 40 17 10 11 38

聖 ア ン デ レ 保 育 園 私立 60 30 13 22 65

子 育 保 育 園 〃 30 5 4 8 17

館山教会附属保育園 〃 60 26 13 25 64

ユ ネ ス コ 保 育 園 〃 90 23 18 36 77

管 外 の 保 育 園 16 12 6 34

計 640 259 158 233 650

施　　設　　名 区分 定員
入  　所  　人  　員
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（５）就学前児童人口及び就園状況          平成 25.5.1現在 

学齢 

区分 

就学前 

児童数 

保育所・幼稚園入所児童数 

保育所 幼稚園（私立を含む） 計 

０歳 343 人 37人 －人 37人 

１歳 342 人 93人 －人 93人 

２歳 373 人 130 人 －人 130人 

３歳 365 人 159 人 19 人 178人 

４歳 355 人 115 人 206 人 321人 

５歳 371 人 117 人 255 人 372人 

計 2,149人 651 人 480 人 1,131人 
                     幼稚園園児数は，学校基本調査による（市外含む） 

（６）館山市元気な広場 

子育て支援の拠点施設として、雨でも自由にこどもたちが遊びまわれる屋根付公園を

コンセプトに、３００㎡のオープンスペースを設け、親同士が子どもを遊ばせながら気

軽におしゃべりや子育ての悩みを相談できる場を作り，子育て情報の提供や各種講座な

どを実施している。また、会員同士が互いに助け合うファミリー・サポート・センター

を併設し、生活協同組合ちばコープが指定管理者として管理運営にあたっている。 

①施設の概要 

所 在 地 館山市北条 740 番地の 1 

開 設 平成 21 年 4 月 1 日 

建物面積 612.47 ㎡ 

建物の構造 鉄骨平家建 

工事費 106,834 千円 

設備 ふれあいサロン(オープンスペース約３００㎡、床暖房完備) 

相談カウンター、多目的室、乳児用寝室、調乳室、静養室 

②元気な広場 

 利用者：乳幼児とその保護者   平成 24 年度 14,627 組 34,810 人 

③ファミリー・サポート・センター 

 子供を預かって欲しい方(おねがい会員)と預かることのできる方(まかせて会員)が登録

し、会員同士で子育ての相互援助活動を行なう。 

 会員：おねがい会員 市内在住の生後 3 ヶ月～小学校 6 年生の保護者 

    まかせて会員 市内在住の 20 歳以上の方  

 平成 24 年度 会員登録 265 人 活動件数 延 405 件 

 

（７）病児・病後児保育事業 

子どもが風邪などの軽い病気にかかっているか治りかけのとき、仕事などで家ではみられ

ない場合や集団の保育が難しい子どもを一時的に預かる病児・病後児保育を委託により亀田

病児・病後児保育室たてやまで実施している。 

平成 24 年度 館山市 登録者 538 人 延利用者 394 人 
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７ 国民年金 

 （１） 被保険者状況                         平成 25.3.31 

被保険者数  １０，２５０人 

１号被保険者 ７，４６４人 

任意加入者 １３０人 

３号被保険者 ２，６５６人 

免除者数  １，９１４人 

法定免除 ５９３人 

申請免除（全額） 

  〃 （3/4） 

申請免除（半額） 

〃 （1/4） 

学生特例 

納付猶予 

８１１人

７７人 

４０人 

２１人 

２８６人 

８６人 
 

 （２） 受給者状況                      平成 25.3.31 

区 分 老齢基礎年金 障害基礎年金 遺族基礎年金 寡 婦 年 金 

受給者数 13,502人 977人 118人 33人 

年 額 9,280,033 千円 852,609 千円 88,393 千円 15,409 千円 

 

区 分 老 齢 年 金 通算老齢年金 障 害 年 金 母子・準母子遺児年金 

受給者数 967 人 543人 42人 －  人 

年 額 486,968 千円 115,853 千円 36,179 千円 － 千円 

 

８ 国民健康保険事業 

 （１） 被保険者加入状況                    平成 25.3.31 

区分 人口 被保険者 加入割合 世帯数 国保世帯数 加入割合 

２４年度 49,481 人 17,747人 35.87％ 22,581世帯 10,203世帯 45.18％ 

※外国人登録数含む。 

 （２） 国民健康保険税 

 ① 納  期  ７月・８月・９月・１０月・１１月・１２月・１月・２月 

 ② 税  率  ア 所得割の課税基準額 総所得金額－基礎控除 

         イ 資産割の課税基準額 土地、家屋にかかる固定資産税額 

           ※資産割については，平成 22年度まで，平成 23年度以降廃止。 

区分  ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

所得割 

医療分 6.2/100 6.8/100 6.8/100 7.95/100 7.95/100 7.95/100 

後期分 1.4/100 1.4/100 1.4/100 1.4/100 1.4/100 1.4/100 

介護分 1.75/100 1.75/100 1.75/100 1.75/100 1.75/100 1.75/100 

資産割 医療分 30.0/100 30.0/100 30.0/100 － －   － 
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均等割 

医療分 16,200円 21,600円 21,600円 23,400円 23,400円 23,400円 

後期分 7,800円 7,800円 7,800円 7,800円 7,800円 7,800円 

介護分 13,200円 13,200円 13,200円 13,200円 13,200円 13,200円 

平等割 医療分 24,000円 27,000円 27,000円 29,400円 29,400円 29,400円 

限度額 

医療分 470,000円 470,000円 500,000円 510,000円 510,000円 510,000円 

後期分 120,000円 120,000円 130,000円 140,000円 140,000円 140,000円 

介護分  90,000円  100,000円  100,000円  120,000円  120,000円  120,000円 

 

 ③ 賦課状況 

<医療分> 

区分 

      

年度別   

世帯数 

（戸）A 

被保険者数 

（人）B 

現年度調定額 

（千円）C 

１世帯当た

り調定額 

（円）C/A 

1 人当た

り調定額 

（円）C/B 

最高限度額 

（円） 

最低額 

（円） 

22年度 10,497 18,408 1,307,321 124,542 71,019 500,000 10,530 

23年度 10,505 18,346 1,325,573 126,185 72,254 510,000 11,430 

24年度 10,404 18,095 1,280,028 123,032 70,739 510,000 11,430 

25年度 10,413 18,143 1,303,976 125,225 71,872 510,000 11,430 

 

<後期分> 

区分 

        

年度別   

世帯数 

（戸）A 

被保険者数 

（人）B 

現年度調定額 

（千円）C 

１世帯当た

り調定額 

（円）C/A 

1 人当た

り調定額 

（円）C/B 

最高限度額 

（円） 

最低額 

（円） 

22年度 10,497 18,408 257,068 24,490 13,965 130,000 2,340 

23年度 10,505 18,346 253,804 24,160 13,834 140,000 2,340 

24年度 10,404 18,095 244,430 23,493 13,508 140,000 2,340 

25年度 10,413 18,143 249,111 23,923 13,730 140,000 2,340 

 

<介護分> 

区分 

                

年度別   

世帯数 

（戸）A 

被保険者数 

（人）B 

現年度調定額 

（千円）C 

１世帯当た

り調定額 

（円）C/A 

1 人当た

り調定額 

（円）C/B 

最高限度額 

（円） 

最低額 

（円） 

22年度 5,823 7,480 162,558 27,917 21,732 100,000 3,960 

23年度 5,934 7,579 164,387 27,703 21,690 120,000 3,960 

24年度 5,786 7,347 153,005 26,444 20,825 120,000 3,960 

25年度 5,586 7,032 149,355 26,737 21,239 120,000 3,960 

                                          単位：千円 

24 

年

度 

種 別 調定額 収納額 欠損額 未納額 収納率 

現年課税分 1,702,490 1,549,890 114 152,486 91.04 

滞納繰越分 1,119,384 214,214 82,334 822,836 19.14 

計 2,821,874 1,764,104 82,448 975,322 62.52 



75 

（３） 保険給付状況 

 ① 給付の範囲 

  ア 一部負担割合  一  般 ３０％  退  職 ３０％ 

            就学前            ２０％ 

            ７０歳以上一般        １０％ 

            ７０歳以上一定以上所得者   ３０％ 

  イ その他の給付  出産育児一時金   ４２０，０００円(平成 21年 10月から) 

             葬祭費        ５０，０００円(平成 20年 4月から) 

② 療養諸費                    平成２４年度（単位：千円) 

種 別 件 数 費 用 額 
保険者 

負担金 

一 部 

負担金 

他 法 負 担 金 

他法優先 国保優先 

療養の給付 272,822 5,450,832 3,960,963 1,327,068 － 162,801 

療養費等 4,252 47,968 34,730 12,107 － 1,131 

計 277,074 5,498,800 3,995,693 1,339,175 － 163,932 

 

（４） その他の給付                       平成２４年度 

種   別 件  数 支  給  額 

出 産 育 児 一 時 金 ５９件 ２４，７８０，０００円 

葬    祭    費 ９２件 ４，６００，０００円 

計 １５１件 ２９，３８０，０００円 

 

９ 保健事業 

 「自分の健康は自分でつくり、自分で守る」という基本理念のもとで、健康で活力ある長

寿社会の実現をめざして平成元年に長寿健康都市を宣言し、健康づくりに対する市民意識の

高揚を図るとともに総合検診の実施や各種がん検診、健康教育、健康相談、結核予防事業の

推進など総合的な施策を展開している。 

 

 （１）母子保健事業  

   ① 思春期ふれあい体験学習 

   出生率の低下、核家族化の進行等により、多様な人間関係の交わりや乳幼児とのふれ

あいの場が減少している。そこで、中学生を対象に乳幼児とのふれあいの場を持ち、豊

かな母性、父性の健全育成、命の尊さを学ぶ機会とし、少子化対策や思春期の健全育成

の一環とする。 

   平成２４年度 参加中学生数：３９８人 

参加協力乳幼児：２２６人  保護者（父３人含む）：１６２人 

② 妊婦健康相談 

 母子健康手帳交付時、妊婦に対し妊娠中の健康管理や日常生活での注意事項等につい
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て相談、助言を行い安定した妊娠生活を送れるようにする。また、各種保健サービスや

制度が活用でき、安心した育児が出来るよう情報提供する。 

   平成２４年度面接者：３４０人 

③ パパママ学級 

 妊産婦等に対し妊娠・出産・育児についての理解を深め、不安を軽減する。また孤立

した育児をしないよう、妊産婦同士の交流を図り仲間づくりの場とする。 

   平成２４年度受講者数：実人員１０４人、延べ２２０人 

  ④ ４か月児健康診査・乳児相談 

 ４か月児を対象に健康診査、月齢を問わず１歳未満児を対象に健康相談を実施し、乳

児の心身の発育・発達の促進や育児不安の軽減等を図り、より良い母子関係が成立でき

るよう支援することを目的とする。 

区  分 対象者 相談者 来所率 

４ヶ月児健康診査 353人 305人 86.4％ 

乳   児   相   談 360人 282人 78.3％ 

  ⑤ 離乳食学級 

 １歳未満児の保育者を対象に離乳食の調理実習を実施し、離乳食の進め方、調理方法、

味付け、形態を知ることを目的とする。 

   平成２４年度受講者：４２人 

  ⑥ １歳６か月児健康診査 

 身体の発育状況及び疾病の有無を診査し生活全般と母親への育児等の助言を行う。 

   平成２４年度：該当者３６５人、受診者３３６人、受診率９２．１％ 

  ⑦ ３歳児健康診査 

 身体発育及び精神発達の面から重要な時期である３歳児期に総合的な健康診査を実施

し、適切な助言及び措置を行う。また、教育を併せて実施し、幼児の健康の維持増進を

図る。 

   平成２４年度：該当者３７０人、受診者３４５人、受診率９３．２％ 

  ⑧ たつの子幼児教室 

   １歳６か月児及び３歳児健康診査後、母子関係の希薄な幼児や家庭環境等により、言

語その他の発達の遅れが心配される幼児や育児不安のある母親に対して、集団遊びを通

して問題解決できるように支援する。 

   平成２４年度：たつの子幼児教室参加延数９１人 

  ⑨ 子育て支援事業 

   幼稚園や保育園との連携による在宅乳幼児の育児相談や元気な広場での子育て支援講

座（ハッピーファミリー）と育児相談での子育て情報の提供や仲間づくり、自主育児サ

ークル活動への支援等、関係機関・団体と連携した各種の子育て支援事業を実施する。 

  ⑩ 小児生活習慣病対策事業 

   小児生活習慣病予防検診の結果と日常生活に関するアンケート調査に基づき、児童生

徒の保護者への健康づくり支援、個別相談を行うとともに小中学校において、児童・生

徒に対し生活習慣病予防のための健康教育を実施する。 
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 （２）結核検診 

    平成２４年度受診者：受診者数５，９１６人、精検者１２８人、結核 1人 

 

 （３）健康教育等支援事業 

   ① 健康手帳の交付 

 健康診査の記録、その他老後における健康の保持のため健康手帳の交付を行う。 

    平成２４年度：75歳以上及び 65歳～75歳未満の障害者  ４９人 

           40歳～74歳              １５６人 

   ② 健康教育 

 保健センターや各地区公民館で健康教育を実施し、健康づくりに対する知識の普及啓

発を図る。 

平成２４年度実施状況 

一般健康教育 ２３回 ９１４人 

病態別教育 ９回 ３２４人 

歯周疾患健康教育 ０回 ０人 

骨粗しょう症・転倒予防健康教育 ０回 ０人 

その他 １２回 ２５７人 

計 ４４回 １，４９５人 

  ③ 健康相談 

  保健センターや各地区公民館で健康相談を実施し、健康づくり支援を行う。 

   平成２４年度：２１８回、２，２６４人 

   ④ 家庭訪問 

  保健師、管理栄養士による家庭訪問を実施し、健康づくり支援・食生活改善等の充実

を図る。 

  ◎母子 ⅰ 妊婦面接時健康上に問題があり、継続支援の必要な人。 

      ⅱ 第１子の新生児・産婦と第２子以降でも育児不安のある母子。 

      ⅲ 乳児相談時等発育・発達・育児・健康上に問題があり、継続支援の必

要な人。 

      ⅳ １歳６か月児及び３歳児健康診査時問題を有する人。 

      ⅴ 健康診査未受診児。 

平成２４年度家庭訪問実績 

区 分 被訪問実人員 延べ人員 

妊 産 婦 
妊婦：  １人 

産婦：２２４人 

 ２人 

２４８人 

新 生 児 １５６人 １６０人 

乳 幼 児 １４１人 １７８人 

  

  ◎成人 １ 総合検診受診者で生活習慣改善・精密検査等の必要な人。 

      ２ 特定健診・特定保健指導のフォロー。 

      ３ 高齢者など保健師活動からの経過観察者。 
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      ４ 国保被保険者で多受診者、重複受診者、退院した人（国保ﾚｾﾌﾟﾄより） 

      ５ 訪問依頼（本人・家族および関係機関より） 

平成２４年度家庭訪問実績 

区  分 被訪問実人員 延べ人員 

生活習慣病 ３２７人 ３６０人 

精神障害 ４人 ７人 

その他 １０９人 １３０人 

計 ４４０人 ４９７人 

   

 ⑤ 介護予防事業（一般高齢者施策） 

   各地区公民館で，閉じこもり予防・転倒予防・認知症予防を目的に高齢者の交流 

を図る。  平成２４年度：２５２回、延べ３，６３６人 

⑥ 介護予防事業（特定高齢者施策） 

 要介護状態となるおそれの高い虚弱な６５歳以上の者(特定高齢者)に，介護予防特定

高齢者施策を実施 

 通所型介護予防事業（ナイスミドルレッスン事業委託）  

  平成２４年度：参加人員４６人、延べ人員５５人 

 ⑦ 特定保健指導（動機付け支援及び積極的支援） 

  ４０歳以上の国民健康保険の加入者で、メタボリックシンドロームの発生リスクが 

高い対象者へ、生活習慣の改善により発症と重症化の抑制を図り、医療費の削減に 

結び付ける。  

平成２４年度： 

動機付け支援（メタボリックシンドローム予備群など、生活習慣の改善の必要性が 

高い人） 初回面接利用人員２１５人 

積極的支援（メタボリックシンドロームに該当すると判定された人に対し、行動目 

標の達成を支援し、確実な行動変容を目指す）：外部委託 

初回面接利用人員 ３１人  

 

 （４）生活習慣病予防対策事業 

    ① 総合検診 

 各種検診(基本健康診査･胃がん･結核･肺がん・前立腺がん・肝炎ウイルス検査)を同一

会場で行い、疾病の早期発見･早期治療により住民の健康づくりを推進する。 

    平成２４年度総合検診受診者数（２８日間）  受診者総数５，２３６人  

 

・ 特定健康診査  

 「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、館山市国民健康保険の保険者として，

40～74歳の方を対象に、メタボリックシンドロームの該当者・予備軍を抽出するた

めに実施する。   

平成２４年度 総合検診受診者数 ３，５７０人 施設健診受診者数：３９人 
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                検査結果連絡票実施者     ２８１人 

集団・施設及び検査結果連絡票 受診者数合計 ３，８９０人 

・各種がん検診等  胃がん検診 ２，８２８人 前立腺がん検診 １，５６６人 

・肝炎ウイルス検診 ４３１人 

 

・ 後期高齢者健康診査 

 「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、千葉県後期高齢者医療保険加入者（75

歳以上及び 65～74 歳の一部の方が対象）に，健康の保持増進や糖尿病等の早  期

発見のために、健康診査を実施する。 

平成２４年度 総合検診受診者数 ９８２人 （施設健診：１７人） 

集団・施設 受診者数合計 ９９９人 

 

・ 二次予防対象者把握事業 

「介護保険法」に基づき、要介護者及び要支援者を除く第 1 号被保険者を対象に、

生活機能評価（生活機能チェック及び生活機能検査）を実施し、二次予防対象者を

決定する。 

   平成２３年度 基本ﾁｪｯｸﾘｽﾄ実施数５，８８９人 二次予防対象者１，０７２人 

② 骨粗しょう症検診 

 骨粗しょう症は骨折等の基礎疾患となり、高齢社会の進展によりその増加が予想され

ることから早期に骨量減少者を発見し、予防に努める。 

   平成２４年度 対象者 40・45・50・55・60・65・70歳の女性  受診者 ３４１人 

③ 歯周疾患検診 

 歯科疾患を早期に発見・処置し、予防を行うことによって、生涯を通じて自分の歯で

食生活が営め、自立した生活ができるようにする。 

   平成２４年度 対象者 40・50・60・70歳  受診者 ４５人 

④ 各種がん検診 

 総合検診とは別に、子宮がん検診、乳がん検診、大腸がん検診を実施し、生活習慣病

の一つであるがんについて早期発見・早期治療に努める。 

 

 （５）健康づくり推進事業 

 ① 保健推進協議会活動 

  乳幼児から高齢者まで健康で明るい家庭生活が送れるよう、行政と地域とのパイプ

役として１４５名の保健推進員を委嘱し、生活習慣病予防等の基礎知識を学び、地域

へ伝達し、地域保健活動の推進を図る。 

 平成２４年度の主な活動状況 

  家庭訪問  母子３０３件 成人・老人３３７件 

  生活習慣病予防教室（食育教室） 

   中学生 １２回 ４０９人  一般成人 １０回 １４５人 
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（６）予防接種事業 

 予防接種法等に基づき各種予防接種を実施し、伝染のおそれがある疾病の発生及びま

ん延予防に努める。 

① 個別接種 ＢＣＧ、三種混合、麻しん・風しん混合、麻しん、風しん、 

日本脳炎、二種混合、高齢者のインフルエンザ ４種混合 

不活化ポリオ 子宮頸がんワクチン ヒブワクチン 

小児用肺炎球菌ワクチン 

館山市が任意で実施する予防接種 

①  個別接種 高齢者の肺炎球菌 

 

（７）看護師等修学資金貸付制度 

   看護師又は准看護師を養成する大学、専門学校等に在籍し、将来安房郡市内において 

 看護師等の業務に従事しようとする修学者に対して、修学資金を貸付けることにより、 

  看護師等の充足及び、地域医療体制の確保を図る。 

 ① 貸付金額上限 ３０，０００円／月 

            ※金額は１万円・２万円・３万円から選択可 

貸付実績 

年     度 貸 付 人 数 金     額 貸付累計金額 

平成２４年度 １３人 ４，６８０，０００円 ６，４８０，０００円 

 

10 市民相談 （平成２４年度） 

 （１）市民相談   ２２５件  

 市民相談嘱託員が週４日（火曜日を除く）、道路、公害、年金、税問題などから、相続、婚 

姻、土地、建物、金銭問題など極めて広範囲にわたる相談を、面談や電話相談で応じていま

す。 

 相談内容は、複雑多岐にわたることから、相談員は、常に、関係法令等よく熟知すること

に努め、国、県などの関係機関をはじめ担当課と密接な連携のもとに応対に当たっています。 
 
 

（２）人権相談    ０件（特設相談日のみ） 

 法務大臣から委嘱された人権擁護委員（市内９人）が、人権思想の普及高揚に努めるとと

もに、法務局館山支局で、常設・特設人権相談日（年６回）を開設して、家庭内問題・いじ

めなど、相談に応じています。 
 

（３）行政相談    ３件（定例・特設相談のみ） 

総務大臣から委嘱された行政相談委員(市内３人)が、日々の地域相談や定例相談日(月

３回)を開設し、住民の行政に対する苦情や意見・要望について、申出人と関係行政機関との

間にたって、その解決や実現の促進を図り、行政の制度及び運営の改善に努めています。 


